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1.は じめ に
2005年6月、FASBおよびIASBから非支配持分を含む連結財務諸表に関する公開草案が
公表 された(FASB2005bおよびIASB2005)。これ らは、2001年から開始 されたFASBと
IASBのコンバ ージェンスプロジェク トの1つ である企業結合プロジェク トによって行われ
た成果であるω。 しかし、公表後、多 くの点で関係者からの反対があり、当初の予定であっ
た2006年はもとより、2007年第3四 半期において も、連結財務諸表に関する最終的な改訂
基準は公表 されなかった。それ らの反対意見のほとんどは、経済的単一体説 を採用 したこと
による現行実務 との不整合性 を指摘 していたとい う(FASB2006)。その後、2007年iz月、
FASBからは財務会計基準書160号が公表 された(FASB2007b)(2)。本稿で扱 う問題につい
ては、公開草案から最終的な基準への変更はほぼない。そのため、本稿では、FASB(2005b)
およびFASB(2007b)の両方 を扱っている。
反対意見のほとんどに共通する問題意識である経済的単一体説 とは、連結財務諸表の問題
を議論する際にしば しば参照 されるものに連結主体論や連結基礎概念といったものがあり、
それは、親会社説と経済的単一体説の2つ に分けられ うるうちの1つ である〔3;。経済的単一
体説は、支配持分と非支配持分をどちらも持分(equity)とするところに特徴がある。 これ
らの親会社説と経済的単一体説の違いが生 じるような企業結合は、子会社における非支配持
分が存在する企業結合、すなわち100%未満の持分を取得す る企業結合であり、 しば しば部
分取得 と呼ばれるものである。本稿で もこれらの企業結合 を対象 とする。
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さて、親会社説の本質と考えられる親会社(支 配持分)に とっての利益計算に焦点を当て
ると、具体的に問題になりうるのは、利益が支配持分と非支配持分の どちらに帰属するのか
とい う利益の帰属問題であり、非支配持分が支配持分に混入する問題である。企業結合にお
いては、例 えば、バ ーゲ ンパ ーチ ェスなど特殊 なケースに問題があると考えられ る(山
下2007)。また、企業結合後においては、例 えば、のれんの減損などの特殊なケースに問題
があると考 えられる(上 田2007)。さらに、子会社における非支配持分に欠損がある場合の
会計処理 も問題 となろう。米国の現行制度では、非支配持分にとっての欠損がある場合には、
当該欠損額は支配持分に帰属させ られることになる。 このとき、支配持分 と非支配持分 との
区分は達成 されていない。一方、FASB(2005b)では、非支配持分に適用 可能な損失は、当
該帰属が非支配持分に帰属 させられる持分を超過する場合であっても、非支配持分に帰属 さ
せ られ続けなければならないとされている(22項)。このとき、支配持分 と非支配持分との
区分は、達成 されている。 したがって、支配持分と非支配持分の区分だけに焦点を当てれば、
FASB(2005b)の提案は、望ましいものであろう。
さらに、支配持分と非支配持分の区分以外の企業結合後の問題 もある。例えば、経済的単
.一体説に基づ く支配持分利益(=支 配持分に帰属する利益)と 親会社説に基づ く支配持分利
益が異なるケースをあげることができる。本稿では、このようなケースを取 りr.げる。
本稿では、連結損益計算書において、親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益(以 下、
支配持分利益 とい うこともある)と経済的単・..体説に基づく企業集団全体に帰属する利益(以
下、企業集団全体利益ということもある)をいずれか一方ではなく、同時に開Tす るときに、
親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益は、必ずしも経済的単一一体説に基づ く企業集団全
体に帰属する利益か ら非支配持分に帰属する利益を控除するだけでは計算 されないケースも
あるということを指摘する(4,。そのケースとは、追加取得や一部売却 といった持分変動 を生
じさせる支配持分と非支配持分 との取引がある場合である。従来からいわれているとおり、
当該取引は、親会社説によれば、支配持分に帰属す る損益を生 じさせるが、経済的単一体説
によれば、資本取引に該当し、そのような損益を生 じさせない。 したがって、親会社説に基
づ く支配持分に帰属する利益 を経済的単一体説に基づ く企業集団全体に帰属する利益から計
算するには、非支配持分に帰属する利益を控除するだけではなく、この違いを反映するよう
な調整が必要になると考えられる。先行研究およびFASB(2006)などによれば、いずれか
一方を開示する場合のみが考 えられていたが、本稿で検討するのは、親会社説に基づ く支配
持分に帰属する利益 と経済的.単一体説に基づく企業集団全体に帰属する利益を岡時に開%rす
る場合であり、この点に本稿の特徴がある。
FASB(2005b)において も、これ らの調整が必要であることを認識 していると考 えられ、
注記開示を要求している(FASB2005b,30項〉。FASBは、経済的単一体説を指向しながらも、
親会社説 に基づ く支配持分利益 も重要である とい うことを信 じて いるようである(FASB
一178一
ド
親会社説に基づく支配持分利益の開示
2005b,B39項〉.それで もなお、FASB(2005b)が示 している開示例では、現行開示 されて
いる親会社説に基づ く支配持分利益とは異なりうるということを本稿では明らかにする。そ
のうえで、現行開示 されている親会社説に基づ く支配持分利益をどのように開示 しうるかに
ついて若干の考察 を加えることとしたい。本稿の独自の ものがあるとすれば、これ らの
FASB(2005b)にある問題点の指摘 とその改善め提案があげられよう。
なお、本稿では、FASB(2007b)の適用指針 と同様に、親会社に優先株主が存在 しないケ
ースを想定する。 というの も、この とき、連結損益計算書において開示 される支配持分に帰
属する利益と親会社の普通株主に帰属す る利益が.・..致することになるため、後の議論が行い
やすいためである。 さらに、親会社説と経済的単一体説および支配持分 と非支配持分 との取
引に焦点を当てるうえで、優先株主が存在す る場合には、優先株主と普通株主との取引が生
じうるなど複雑 となりうることを避 けるためで もある。
また、本稿では、財務諸表本体での認識と注記における開示における差異については、議
論 しないこととする㈲。本稿が暗黙に採用 している投資家の意思決定モデルは、他の項目は
ともか く、親.会社説に基づ く支配持分利益の開示について連結損益計算書においてであって
も注記においてであっても、ほとんど.コス トがなく同様の処理を行 うことを前提 としている。
さらに、親会社説に基づ く支配持分利益の従来 までの計算方法による開示がなされないこと
によって、投資家が学習するために時間がかかるために投資家が余計なコス トを負担するこ
とを想定 している(6)
本稿の以下の構成は、次のとおりである。第2節 では、連結主体論 と連結損益計算書にお
ける2つの利益の開示の関係を示す。第3節 では、第2節 でみた関係のなかで連結主体論に
よって支配持分に帰属する利益が異なるケースを具体的にみることとする。 そのうえで第
4節では、親会社説に基づ く支配持分利益の開示についてのいくつかの丁夫を試みる。最後
に第5節 では、結論 を述べることとしたい。
2.連結主体論と連結損益計算書における2つ の利益の開示
支配持分に帰属する利益と企業集団全体に帰属する利益は、米国の現行制度上の連結損益
計算書において開示 されてお り、FASB(2005b)において も連結損益計算書において開示 さ
れることが提案 されている。両者の連結損益計算書は、現行制度上の連結損益計算書におい
て持分法による投資損益などを控除している点で異なるものの、基本的には同様の様式とい
ってよいように思われる(7}。
これ ら2つの開示様式の背景には、連結主体論 といわれる異なる基本的な考え方がある。
連結主体論によって、焦点が当て られる利益は異なる。その1つ は、支配持分に帰属する利
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益に焦点を当てている親会社説である。もうiつ は、企業集団全体に帰属する利益に焦点を
当てている経済的単一体説である。以下の図表1で は、これらの連結主体論と2つの利益の
関係が示 されており、それぞれの説が焦点を当てている利益が太字で強調 されている。
図表1連 結主体論と2つ の利益の関係
支配持分に帰属する利益 企業集団全体に帰属する利益
親会社説 0 C
経済的単一体説 C 0
図表1に 示 されるとおり、それぞれの説の もとで、焦点が当てられている利益は異なって
いるものの、どちらの説の もとで も、支配持分利益と企業集団全体利益という2つの利益 が
開示 されうる。それは、米国の現行の連結損益計算書において、親会社説に基づ く支配持分
に帰属す る利益(①)と 親会社説に基づ く企業集団全体に帰属する利益(② 〉が開示 されて
いるとお りである。また、FASB(2005)によって提案 されている連結損益計算書において
も、経済的単一体説に基づ く企業集団全体に帰属す る利益(④)と 経済的単一体説に基づ く
支配持分に帰属する利益(③)が 開示 されているとおり.である。
どちらの説のもとでも、企業集団全体に帰属する利益から非支配持分に帰属する利益を控
除することで支配持分に帰属する利益 が求められるため、一見すると、① と③の2つ の利益
の金額は同 じになりそ うである。 しか し、① と③(お よび② と④)の2つ の利益の金額 は、
必ず しも同 じにならないケースがありうる。そのケースとは、第3節 で扱 う持分変動が生 じ
るような支配持分と非支配持分の取引が存在するケー.スである。その違いは、親会社説と経
済的単一体説という議論から生 じるものである。.もちろん、②は、①に非支配持分に帰属す
る利益を加算することによって求め られ、④ もまた、③に非支配持分に帰属する利益を加算
することによって求められるために、① と③ との差異を検討することは、② と④ との差異を
検討することと同じである。ここで① と③ に焦点を当てるのは、支配持分に帰属する利益の
開示 とい う本稿のテーマと合致するからである。
前述のように、FASB(2005b)でも、支配持分に帰属する利益が必ず しも重要ではないと
は考 えられていない。FASBは、財務諸表利用者が引 き続 き支配持分に帰属する金額 に関心
を持つ と考えるために、特定の損益計算書の小計およびその他の包括利益の構成要素に関す
る支配持分に帰属する金額の開示を要求することを決定 したという(FASB2005b,B39項〉。
さらに、FASBは、財務諸.表利用者が、どのように非支配持分 との取引が支配持分に帰属す
る持分に影響するのかに関心を持つで あろうと考えるために、1以上の部分所有子会社をも
つ企業が、支配持分の持分に対する非支配持分 との取引の影響を表示する明細を開示するよ
う要求す ることを決定 し、別の計算書と して明細 を表示することが当期の企業の実際利益に
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ついて混乱 を招 きうるために、当該明細が、別の計算書として表示 されるよりもむしろ連結
財務諸表の注記において開示 されるべ きであると決定 したという(FASB2005b,B40項)(R)。
これ らは、30項dにおいて、連結財務諸表の注記におけ る、支配持分に帰属する持分に対
する非支配持分 との取引の影響を示す別の明細 を開示するよう規定 されてお り、またA9項
において例示 されている。 しかし、開示 される金額は、現行実務上開示 されている金額と必
ず しも同じにはならない。
また、連結純利益 といえば支配持分に帰属する利益の ことを指す現行の用語法と異な り、
FASR(2005b)のA9項においては、FASB(1991)の連結損益計算書の様式に示されている
ように、企業集団全体に帰属する利益のことを連結純利益 と呼んでいる。 このことは、経済
的単一体説を採っていることと整合的である。
なお、現在、連結上の包括利益は、連結包括利益=連 結純利益+OCI(その他の包括利益、
非支配持分損益控除後〉のように計算 されてお り、非支配持分に帰属する利益が親会社に帰
属する連結純利益において含 まれていないことから、本稿の議論では、議論の射程外 として
いる(A)。
本稿では、親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益に焦点を当てているが、親会社説に
基づ く支配持分に帰属する利益の連結損益計算書における開示の重要性は、経済的単一体説
からは必ず しも導かれないであろう。とはい え、 このことは、親会社説に基づ く支配持分に
帰属す る利益の開示は必要がないということを示すわけではない。FASB(1991)において、
経済的単一体説に基づ く連結損益計算書の様式が、何 をボ トムラインと考 えるかによって
2つ示 されているとお りである(FASB1991,164頁表zz>。例 えば、親会社説に基づ く支
配持分に帰属する利益の開示の必要性については、Penman(2001)、辻山(2004)などで示
されている(io7。本稿では、親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益および経済的単一体
説に基づ く企業集団全体に帰属する利益のいずれがよいかについては議論せず、親会社説に
基づ く支配持分に帰属する利益の開示は必要がないというわけではないということを確認 し
たうえで、現在開示されている親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益 との整合性や連続
性に注 目する立場を採 ることとする。この親会社説に基づ く支配持分利益の開示については、
第4節 で扱 うが、その前に経済的単一体説に基づ く支配持分利益 との差異が生 じうるケース
をみることとする。
し
3.連結主体論によって支配持分に帰属する利益が異なるケース
前節で述べ たとおり、親会社説と経済的単一体説の両説問で支配持分に帰属する利益が異
なりうるケース(特殊 な例)が ある。それは、現金 を対価 とする持分変動を生じさせる取引、
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例えば、支配持分の追加取得や 一都 売却、時価発行増資などの取引が期中にあるケースであ
る(i//。前節でみたとお り、追加取得や一部売却 といった支配持分と非支配持分 との取引が
ないケースは、図表1に おいて示 されている支配持分に帰属する利益の① と③が一致するケ
ースの1つ である。
支配持分 と非支配持分 との取引の扱いは、親会社説のもとでは、損益取引に該当する。非
支配持分は支配持分 とは異なるためである。一方、経済的単・…体説の もとでは、支配持分 と
非支配持分との株主同士の取引とみなされるため、資本取引に該当する。 このことについて、
設例を用いて確認 してみよう。
【追加取得の設例】(大雄2003を参考に作成(izり
子会社資本の簿価および公正価値 を400、取引直前の親会社の持株比率を80%とし、当該
親会社が現金100を支払って非支配株主の保有する子会社株式をすべて取得したとする。
〈親会社説のもとでの仕訳〉
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(単位1百 万円)
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(単位:百 万円〉
株 式100
(単位:百 万円)
金100
(単位=百 万円)
株 式100
親会社説のもとでは、当該取引は、損益取引に該当し、のれんが生 じる。のれんは、事後
において費用として利益計算 に含まれる。.一一方、経済的単一体説のもとでは、当該取引は、
資本取引に該当し、のれんは生 じない。資本剰余金は、損益には含まれない。つまり、追加
取得の会計処理について、親会社説 と経済的単一体説の差異は、のれんと資本剰余金 という
勘定に明確に現れるのである。
【一部売却の設例】(大雄2003を参考に作成)
親会社が時点0で 完金子会社を設立 し、その後、時点1で その子会社の株式の20%を売却
したとする。子会社への出資額 または子会社株式への投資原価を350、時点0の 子会社資本
の簿価を350、時点1の それを450とし、売却によるキャッシュインフローを100とする。
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〈親会社説のもとでの仕訳〉
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〈経済的単一体説のもとでの仕訳〉
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子 会 社 株 式 売 却 益30
(単位:百 万円)
(貸)非 支 配 持 分9G
(単位:百 万円)
(貸)子 会 社 株 式70
子 会 社 株 式 売 却 益30
(単位:百 万円)
(貸)非 支 配 持 分90
資 本 剰 余 金10
「
?
?
?
?
親会社説のもとでは、当該取引は、損益取引に該当し、子会社株式売却益が生 じる。個別
での子会社株式売却益が連結..ヒでは一部消去 されるが、残 りの10だけ子会社株式売却益が
連結上実現 し、連結純利益に含まれる。一方、経済的単一体説のもとでは、当該取引は、資
本取引に該当する。個別での子会社株式売却益が連結上では完全に消去されたうえで、差額
の10が連結上の資本剰余金に含め られ、当該取引から損益は生 じない。つ まり、一部売却
の会計処理について、親会社説 と経済的単一説とでは、連結一.ヒ、子会社株式売却益を認識す
るかしないかにその違いが現れるのである。
4.親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益の開示
4.1各利益 を開示する連結損益計算書の様式
前節では、親会社説に基づく支配持分利益(①)と 経済的単一体 説に基づ く支配持分利益
(③)(および②と④)の 利益数値が異な りうるような追加取得や一部売却 といった取引があ
るケースを設例および仕訳 を示 しながらみた。 ここではさらに、これらの利益が複数開示 さ
れ うる連結損益計算書の様式を示 しながら、この差異を再び確認することとするV3)。
以下では、図表2に おいては、親会社説に基づく企業集団全体利益(②)と 親会社説に基
づ く支配持分利益(①)の 開示、図表3に おいては、経済的単一体説に基づ く企業集団全体
利益(④)と 経済的単 ・体説に基づ く支配持分利益(③)の 開示、 また図表4に おいては、
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経済的単一体説に基づ く企業集団全体利益(④)と 親会社説に基づ く支配持分利益(①)の
開示について、連結損益計算書の様式(抜 粋)が 示 されている。周知のとおり、図表2お よ
び図表3は 、それぞれ親会社説に基づく連結損益計算書と経済的単一体説に基づく連結損益
計算書 である(14i。図表4は 、前節で示 した親会社説 と経済的単一体説のもとでの持分変動
の会計処理の差異をより明らかにするために、経済的単 一.体説に基づ く企業集団全体利益か
ら親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益を導出 している連結損益計算書である。
ここで、追加取得および.一・部売却を考慮する前の企業集団全体に帰属する利益(連 結純利
益)を200とし、子会社における非支配持分に帰属する連結純利益を30とする。追加取得
によるのれん20は、1だけ減損 したとする。なお、一部売却による売却益は、10であると
する。
図表2親 会社説に基づ〈企業集団全体利益(②)と親会社説に基づく支配持分利益(①)の開示
連結損益計算書(抜粋)
連結純利益(②)209
控除=子会社における非支配持分に帰属する連結純利益30
支配持分に帰属する連結純利益(①)179
(出典)FASB(2005>のA6項を参照して加工
図表2に 示 されるとお り、親会社説のもとでは、企業集団全体に帰属する利益(②)は 、
追加取得および一.一部売却前の利益200に、のれんの減損損失1を 控除 し、一部売却による売
却益10を加算 して、209と計算される。 したがって、支配持分に帰属する利益(①)は 、子
会社における非支配持分に帰属する利益30を控除 して、179と求められる。
図表3経 済的単一体説に基づく企業集団全体利益(④)と 経済的単一体説に基づく
支配持分利益(③)の 開示
連結損益計算書(抜粋)
連結純利益(④)200
控除=子会社における非支配持分に帰属する連結純利益30
支配持分に帰属する連結純利益(③) .170
(出典>FASB(2005)のA6項を参照して加⊥
図表3の とおり、経済的単一体説のもとでは、企業集団全体に帰属する利益(④)は 、追
加取得および一部売却か ら損益が生じないため、追加取得 および一部売却前の利益200に等
しい。 したがって、支配持分に帰属する利益(③)は 、 子会社における非支配持分に帰属す
る利益30を控除 して、170と求め られる。
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図表4経 済的単一体説に基づく企業集団全体利益(④)と 親会社説に基づ く
支配持分利益(①)の 開示
連結損益計算書(抜粋)
連結純利益(④〉
控除:子会社における非支配持分に帰属する連結純利益
控除:非支配持分への(からの)移転=
非支配持分への子会社株式の売却から受け取るプレミアム
非支配持分からの子会社株式の取得に支払うプレミアムのうち当期帰属分
子会社における非支配持分への正味の移転
支配持分に帰属する連結純利益(①)
(出典)FASB(2005)のA6項およびA9項を参照して加工
zoa
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図表3と 同様、経済的単一体説に基づ く企業集団全体に帰属する利益(④)は 、経済的単
一体説のもとでは追加取得および一部売却から損益が生じないため、追加取得および一部売
却前の利益200に等 しい。親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益(①)は 、経済的単一
体説に基づ く企業集団全体に帰属す る追加取得および ∴部売却前の利益200から子会社にお
ける非支配持分に帰属する利益30を控除す るだけではなく、のれんの減損損失1を 控除 し、
..…・部売却による売却益10を加算する必要があり、179と求められる。
4.2諸様式の問題点
前項では、親会社説と経済的単一体説に基づ く支配持分に帰属する利益と企業全体に帰属
する利益とを開示する諸様式を示 したが、 ここでいま一度、親会社説に基づ く支配持分に帰
属する利益の開示を検討することとしたい。第2節 で見たように、現行開示 されている利益
とFASB.(2005)の提案において開示 される利益は、次の図表のとおりである.。
図表5米 国の現行開示 されている利益
支配持分に帰属する利益 企業集団全体に帰属する利益
i親会社説1 C c
図表6FASB(2005)の提案において開示 される利益
支配持分に帰属する利益 企業集団全体に帰属する利益
経済的単一体説 C C
このように① と③が異なりうることから導かれ る疑問は、FASB(2005)の提案のように、
連結損益計算書において①を開示 しなくてよいのかということ、④ を開示することが意味を
持つ としても、③を開示することにどのような意味があるのかとい うことがあげられよう。
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まず前者については、連結損益計算書において開示 されなくなるほど①が重要ではな いこと
は論証 されていないのではないかと考えられる。また後者については、経済的単一体説を採
れば、④を開示することが意味を持つとしても、③を開示することにどのような意味がある
のかは、親会社説 を採 るときに②を開示する意味はあるのかということと関連するか もしれ
ない。すなわち、現行制度上開示 されている②は、① を出すための過程で開示 される ものに
過ぎないと考えれば、同様に。経済的単一体 説を採れば、④を開示する過程で③が開示 され
るに過ぎないと考 えられそ うである。
親会社説に基づ く支配持分利益は、3つの様式のうち、図表2の 様式および図表4の 様式
において、開示 されている。 さらに、図表3の 様式を採用.したうえで、親会社説に基づ く支
配持分利益を注記において開示す ることもできよう。後者の親会社説に基づく支配持分利益
の開示は、FASB(2005b)によって提案 されている形 に他ならない。
繰 り返し述べているとお り、FASB(2005b)における提案によれば、現行開示 されている
親会社説に基づ く支配持分利益(①)は 、.連結損益計算書において開示 されない。ただし、
①の利益は、連結財務諸表の注記において開示すべ きことが提案 されている(FASB2005b,
30項〉。その開示は、適用指針のA9項にあるとお.りである。 そのため、①の利益の開示に
ついては、連結損益計算書か注記かという開示場所の問題を除けば、問題がないようにもみ
られる。 しかし、その注記開示における利益は、持分変動を生 じさせる支配持分と非支配持
分の取引が考慮 されているものの、依然 として現行開示 されている親会社説に基づ く支配持
分利益(①)と は異なるものである。その相違点は、追加取得時に生 じうるのれんに相 当す
る.金額 を即時に利益計算に含めている点である。 この点.を次項 において扱うこととする。
4.3FASB(2005)におけるのれんに相 当する金額 の期間帰属問題
これまで述べてきたとおり、経済的単一体説を採っているFASB(2005b>の注記開示にお
いては、親会社説のもとでは追加取得においてのれんと.なる金額おタび一部売却において売
却益 となる金額が、支配持分に帰属する連結純利益 にそれぞれ加減算 されている(FASB
2005b,A9項)。.したがって、当該注記においては、親会社説に基づ く支配持分利益(①)が
開ボ されているようにもみられる。 ここで指摘 したいのは、親会社説のもとで追加取得にお
いて⑱れんとなる金額が.…時に利益にチャージされていることである。このことは、現行の
米国基準であるSFAS142.号における会計処理 とは異な り、のれんとなる金額について即時
償却 を認めているようにも:考えられよう。
そのような処理は注記においてであれば認め られ うるのかもしれないとしても、現行の会
計処理との整合性 を保とうとすれば、のれんとなる金額について何 らかの事後の手続が必要
となるであろう。SFAS142号においては、のれんは、その償却が禁止 されており、減損が毎
年テス トされるのみである(FASB2001>(is;。しか し、経済的単一体説を採ったときに生じ
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る:当.該注記開示における親会社説 を採 ったときののれんに相当する金額について、経済的単
一体説のもとでは本来のれんでないものを仮想的にのれんとしたうえで、当該のれんに減損
.会計を適用するということは
、.困難が伴 うように思われる。
そこで当該のれんに減損会計が適用されえないとすれば、FASB(2001)では禁止 されて
いる償却 という手続をいま一度検討 してみて もよいかもしれない。注記開示の範囲において
は、FASB(2005b)ではのれんとなる金額について即時償却を認めているように、FASB(2001)
において禁止 されているのれんの規則的償却 も認められ うるかもしれない(is)また、注記
開示 においてものれんの規則的償却が認められないとして も、財務諸表利用者は、のれんの
規則的償却があったものとみな してその.ような操作を行 うことが容易である.と いうの も、
のれんの規則的償却は、耐用年数の見積 もりを除けば測定のICI性を伴うものではないため
である。なお、耐用年数の見積 もりについては、例えば、APB(1959)の40年やIASB(1998>
の20年などが適当であるかもしれないが、ここでは議論 しない。
5.お わ り に
本稿では、連結損益計算書において、親会社説に基づく支配持分に帰属する利益 と経済的
単一...体説に基づ く企業集団全体に帰属する利益 を同時に開示するときに、親.会社説に基づ く
支配持分に帰属する利益は、必ず しも経済的単一体説に基づ く企業集団全体に帰属する利益
か ら非支配持分に帰属する利益を控除するだけでは計算 されないケースもあ.るということを
指摘 した。そのケースとは、追加取得や一部売却 といった持分変動を生じさせる支配持分と
非支配持分との取引がある場合である。当該取引は、親会社説によれば、支配持分に帰属す
る損益 を生 じさせるが、経済的単一体説によれば、資本取引に該当し、そのような損益 を生
じさせない。 したがって、親会社説に基づ く支配持分に帰属する利益 を経済的単一体説に基
づ く企叢集団全体に帰属する利益から計算するには、非支配持分に帰属する利益を控除する
だけではなく.、この連いを反映するような調整が必要になると考 えられた。
支配持分に帰属する利益には、連結主体論の観点か らは、親会社説に基づ く支配持分に帰
属する利益 と経済的単一体説に基づ く支配持分に帰属する利益がありうる。親会社説のもと
では、支配持分に帰属する利益に焦点が当て られ る一方、経済的単一体説のもとでは、企業
集団全体に帰属する利益に焦点が当て られるとすれば、経済的単一体説に基づ く支配持分に
帰属する利益は、どのような意味を持つのかよくわからないようにも思われる。
そこで、本稿では、FASB(2005b)を参照 しなが ら、経済的単...体説に基づ く利益を開示
しつつ も、親会社説に基づ く支配持分に帰属す る利益を開示する工夫を検討.した。とりわけ、
支配持分の追加取得については、FASB(2005b)の開示案では、.一時に利益にチャージされ
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るために、現行の利益 とは異なる利益が開示 されることになる点 に問題があると考えられた。
この問題 を解決すべ く、追加取得の際に生 じうる金額は、現行と同じよ うな減損テス トをさ
れるか、あるいは現行制度上禁止 されている償却を行うことがで きるとい う工夫の余地 を指
摘 した。
今後の課題 としては、図にあげた4つ の利益が有用であるのか、とりわけ親会社説および
経済的単一体説が焦点を当てている2つの利益が有用であるのかを実証する必要 もあろう。
実証の問題となれば、支配持分 と非支配持分 との取引は、相対的に金額が小 さいか もしれな
いため、その価値関連性に大きな.インパ ク トがないことも.予想 される(n)。 また、本稿が想
定 した投資家の意思決定モデルについてもさらなる研究が必要となろう。
【注 】
〔1:1当該 プ ロ ジェ ク トか ら、企 業 結合 に関 す る改 訂基 準 で あ るFASB(2005a>およびIASB(2005a)も公 表
され て い る。 企 業 結合 公 開草 案 で は、FASBとIASB共 同 で コ メ ン トを募 集 した の に対 し、 非支 配 持 分
公 開草 案 で は、FASBとIASBは別 々 に コメ ン トを募 集 した 。
〔z:同時 に、企業 結 合 に 関す る基 準 で あ る財務 会 計 基 準 書 改 訂141.tiが公 表 され て い る(FASB2007a>。一 方 、
2008年1.月9日現在 、[ASBから はい まだ 最終 的 な 改 訂基 準 は 公表 され て い ない 。
〔『 よ く知 られ て い る と お り、代 表 的 な もの は、Baxter.andSpinney(1975)およ びFASB(1991)であ る。
た だ し、 そ こ では 親 会 社 説 と経 済 的.単 ・体 説 の2つ だ けが 示 され て い るわ けで は な い。 ま た、FASBに
お け る経 済 的 単.....・体 説 の 経 緯 と して は.討 議 資料 と してFASO(1991)、公 開 草 案 と してFASB(1995)、.
再 び 公開 草 案 としてFASB(2005>、そ して 最終 的 な基 準 と してFASB(2007b)がそれ ぞ れ 公表 され た。
現 在 、FASBおよびIASBの概 念 フ レ ーム ワー ク プ ロ ジ ェク トの フェ ーズD報 告 実 体 の審 議 に お いて も、
親 会 社 説 につ い て検 討 され て い る。 経 済 的単 一 体 説 を支持 す る もの に は、Moonitz(1951)を礪 矢 と して、
例 え ば、Nurnberg(2001)、1司(2007)などが あ る。
4;Q本 の 連結 財 務 諸表 制 度 上 は、経 済 的.単一体 説 に基 づ く企 業 集 団全 体 に基 づ く利 益 は 開示 され て い な い。
ま た＼ 現 在 、 日本 の 基準 設 定 主 体 で あ る企 業会 計基 準 委 員 会(nsaJ)には 、 その た めめ プ ロ ジェ ク トも
存 在 して い ない.し たが っ て、 本 稿 で は取 り扱 わ な い。
㈲
(n:
(9:
(9J
この問題を扱った文献には、例えば、Verrecchia〔2001)、UYe(2001>、Schipper(2007)なξがる.
例 えば,須田(2004)を参照,
現行の米国基準のもとで作成 される連結損益計算書においては、支配持分に帰属する利益は、企業集聞
全体に帰属する利益か ら会計変更の累積的影響および持分法による投資損益を控除して求められる。
FASB.(2005)では、会計変更の累積的影響は、企業集団全体に帰属する利益に含まれているが、持分
法による投資損益は不明である。推測であるが、持分法による投資損益は、支配持分に帰属する利益お
よび企業集団全体に帰属する利益に含まれるので、企業集団全体に帰属する利益に含まれているのでは
ないであろうか。このような項目の差異については、本稿の主旨を外れることになるため、議論はしな
いこととする。
なお、共同でプロジェク トを行っているIASBは、IASI.号「財務諸表の表示」が、期首と期末とで持分
の各クラスの帳簿価額の調整を持分変動計算書または注記において表示し、それぞれの変動が別々に開
示 されるよう企業に要求 しており、支配持分の持分に対する非支配持分との取引の影響に関する情報も、
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持分変動計算書または財務諸表の注記において提供 されるために、分離明細を要求することが必要では
ないと結論付けたという(IASB2005BC18項)。
(.9:包括利益については、資本取引を除く純資産の変動すべてを包括利益とするもの(FASB198570項お
よびASBJ2006「財務諸表の構成要索」8項〉と、純利益に評価換算差額等を加えたもの(FASB1997
10項)という2通りの定義がありうる。前者の定義によれば、非支配持分に帰属する利益は.、包括利益
に含まれる..一・方、後者の定義によれば、非支配持分に帰属する利益は、包括利益に含まれない。現行の
米国基準のもとでの連結.との包括利益は、後者の定義によるものである。これらの定義の違いによる問
題 もあろうが、ここでは議論 しないこととする.純利益と包括利益の詳細については、例えば、川村
(2σ04)、辻山(2005)などを参照。
1301オール ソンモデルを代表とする企業価値評価に関する残余利益モデルにおいては、クリーンサープラス
関係が保たれれば、どのような簿価および利益が用いられることも可能である。.このことは.他 に仮定
を置かなければ、簿価と時価の対立に対し.て特定の結論を導かな駐のと同様、親会社説と経済的単一体
説の対立に対して特定の結論を導かない。それでもやはり、Penman(2001)などでは、普通株主にと
っての残余利益から企業価値を算定するようなモデルが示 されているように、特定の資本と利益を想定
して企業価値評価モデル を策定することは有意義であろう。 なお、残余利益モデルについては、
EdwardsandBell(1961)、Ohlson(1995;などを参照。
本稿で取 り扱った支配持分に帰属する利益の問題は、優先株主が存在しなければ、親会社説に基づく
支配持分に帰属する利益が普通株主に帰属する利益を指すことになるため、Penman(2001)などの普
通株主にとっての企業価値を算定する評価モデルに近いであろう、,Penman(2001)では、少数株主と
の取引は、どう扱われているのかよくわからない。少数株主価値は、負債ではなく、また普通株主に帰
属する資本でもないため、普通株主にとっての価値を計算する際には企業全体の価値から控除 される。
ただし、企業価値評価においては、企業が開示 した利益よりもアナリス トの予想利益のほうが将来の
株価を予想するのに有用であるということもいわれている(太用2002、須田 ・竹原2004など〉.実際、
日本企業をサンプルにアナリス ト予測を用いたfiiiih.研究もある(FFerrmannetal.2{〕07).支配持分に帰
属する利益に注目するとしても、企業が開示すべき利益を議論することは、企業価値評価の文脈からは
あまり重要ではないのかもしれず、むしろ、支配持分と非支配持分との取引がアナリ.ストの予想利益に
考慮されているかどうかに着目するべきなのかもしれない。これらは、実証問題であり、本稿の範囲を
超えている。
UI:これらの取引を親会社説に基づいて検討した日本の文献として、大雄(1976>(1977)では、米国の文献
をもとに親会社持分の変動に関する会計を分析 している。片山(1994)は、親会社持分の変動に関する
.会計処理の例が詳細にわかりやすく示 されている。また、親会社説と経済的単....・体説の両説に基づいて
検討したものには、次のものがある。黒川(1595では、持分変動について、段階法と一括法ならびに
親会社説と経済的単一体説に基づ く会計処理を検討している。同様に、川本(2002)でも、親会社持分
の変動について、段階法と...・括法ならびに親会社説と経済的単一体説との関係を考察 している。このよ
うに、従来の検討は、段階法と一括法に焦点を当てていた,,大雄(2003)では、親会社持分の変動につ
いて、持分の継続概念と支配概念をもとに分析 している。なお、これらの概念は、親会社説と経済的単
一体説とは必ずしも...救するものではない。
〔12)なお、大雄(2003)における設例では、具体的な数値が用いられていない。また親会社説と経済的単....一
体説という分類をしておらず、持分の継続と支配という概念を用いた分類をしている。
(laなお、本稿は、いずれかの連結損益計算書の様式を開示すべきであるということを主張するものではな
く、議論の便宜のためにこのような連結損益計算書の様式を示すのみである。
U4例 えば、FASft(1991)などで示されているものである。
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米 国 で の減 損 基 準 導入 の 経 緯 につ いて は 、辻 山(2004).参照 。
注 記 開示 の 範 囲 で は な く財 勝 諸 表本 体 に お いて考 え る場合 に参 考 にな り うるの は 、OhlsonandPenman
(2005)であ る。OhlsonandPenman(2005)では、 ス トック オ プ シ ョンの再 評 価差 額 に つ いて その他 の
包 括利 益(OCI)に 含 め る こ とが 提案 され て い る。 また 、 梅 原(2008>では 、.負の のれ ん をそ の 他 の包
括利 益(OCI7に 含 め る こ とが提 案 され て い る。 これ らの提 案 と同 様 に、 の れ ん に柑 当 す る金 額 をOCI
とす る こ と もで き うる と考 え られ る。 た だ し、 経 済 的単 一 体 説 の も とで どの よ う に行 うのか に つ いて 疑
問 は残 る。
な お、 貸 借対 照 表 にお け る少 数株 主.持.分に 関す る実証 研 究 につ い て は、 石 川(2006>を参 照 。
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